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Ⅰ はじめに 

 北陸地域連携プラットフォームは、日頃から意識・認識されていても、未だ

課題として形を成していないもの、議論しにくいものなどで、北陸地域にとっ

て重要と思われる事柄などについて、地域の各界各層の有識者が意見・議論し、

様々な現状や課題の明確化と、それへの対応などについて、広く地域の方々と

共有、連携していく「場」として立ち上げられたものであり、2014年１月以降、

北陸地域の喫緊の課題である人口減少問題を中心に、産・官・学・金・言から

なるコアメンバーが７回にわたって議論を重ねてきた1。 

人口減少問題は、中長期的に北陸の経済、そして地域・社会構造に大きな影

響を与えるものである。こうした中、北陸地域連携プラットフォームのコアメ

ンバーは、北陸地域の人口減少、少子・高齢化は全国に先行して進んでおり2、

そこから発生する諸課題には先頭に立って考え、対応していかなければならな

いとの認識の下、これまで、各界の有識者を講師に招き、北陸地域の人口減少

の現状、先進的な取組事例、政府の人口減少克服に向けた地方創生の動きなど

をテーマに議論を行ってきた。 

 本報告は、これまでの北陸地域連携プラットフォームにおいて、人口減少問

題や地方創生に係る総論的な議論がひととおり行われたものと考えられること

から、１つの区切りとして、議論を整理するものである。 

 

Ⅱ これまでの議論の概要 

（第１回から第３回） 

○ まず、我が国がおかれている現状と課題を認識するため、財務省、厚生労

働省、国土交通省から講師を招き、経済・財政、人口減少・少子高齢化時代

の社会保障、都市政策について御講義いただき、意見交換を行った。 

 

○ 第１回は、財務省財務総合政策研究所の中原 広所長3から、「我が国の経済・

財政」について、以下のとおり御講義いただいた。 

我が国の財政の現状をみると、恒常的な歳入・歳出のギャップ、公債の累増、

社会保障費の自然増という３つのポイントがあり、①持続可能性への懸念（プ

ライマリーバランス赤字の継続が国債の信認に影響する可能性）、②世代間不

公平（少子高齢化に伴い社会保障費が膨大に。人口減少の中で担い手の負担増）、

                                                   
1 http://hokuriku.mof.go.jp/kouhou/platform.html 
2 総務省の人口推計によれば、日本の人口は 2008 年（128,084千人）をピークに減少傾向にある。他方、

北陸３県の人口のピークをみると、石川県は 1998年（1,182 千人）、富山県は 1998年（1,126千人）、福

井県は 1999 年（831千人）となっている（平成 25 年「石川県統計書」、平成 25 年「富山県統計年鑑」、

平成 25年「福井県統計年鑑」）。 
3 本中間整理における所属・役職の表記は、北陸地域連携プラットフォーム開催時点のものである。 
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③財政の硬直化（義務的経費や国債費のウェイトが高くなり、政策的な自由度

が阻害される）という問題点がある。債務残高の対ＧＤＰ比は、主要先進国と

比較して最悪の水準となっている。 

①について、国債金利が大幅に上昇した場合には、国債費（利払い等）の増

大、金融機関のバランスシート悪化（結果として「貸し渋り」の可能性）、借

入金利の上昇等の悪影響が考えられるとの説明があった4。 

また、人口減少はＧＤＰにマイナス影響を与え、債務残高の対ＧＤＰ比が増

大するとした上で、人口減少に対しては、①労働力人口の確保（女性・高齢者

の雇用拡大等）、②生産性の向上（幅広いイノベーション、ダイナミックな構

造変化、非価格競争力向上による超過利潤確保）が必要であるとの指摘があっ

た。 

更に、日本経済の強み（勤勉で平均的学力の高い国民、高い現場力、法制度・

社会の安定性、歴史・文化等）をより一層活かし、地域経済の論点からは、地

域の現状を客観的に分析した上で他地域の事例（特にうまくいかなかった事例）

を学び、守るべきは守り（コストダウン、コンパクト化、ダウンサイズ）、攻

めるべきは攻める（シニアニーズや新興国を含めた海外ニーズ等を先取りした

産業振興、地域の強みの再発見による非価格競争力向上・超過利潤確保）こと

が重要ではないかとの指摘があった。 

これを受けてコアメンバーからは、現代は常に右肩上がりの経済成長が前提

となっているが、ＧＤＰを増やすのか、あるいは債務を減らすのか、しっかり

と視点を置いて物事を考えるべきとの意見や、我々が求める 10年、20年先の

社会はどういう姿か、何が幸福なのかを明確にし、地域固有の資源、地域アイ

デンティティーを活かしながら、地方から知恵を出すべきであるとの意見、北

陸３県の高い幸福度や産業クラスター等の強みを活かし、現在日本が直面して

いる人口減少・少子高齢化といった課題に対し、北陸モデルを世界に発信でき

れば素晴らしいとの意見等が示された。 

 

○ 第２回は、厚生労働省政策統括官付社会保障担当参事官室の鈴木健二室長

補佐から、「人口減少、少子高齢化の現状と課題 ～社会保障・税一体改革と

その後のビジョン～」について、以下のとおり御講義いただいた。 

我が国は、総人口減少及び高齢者増加（特に都市部で高齢者が急増）の状況

にあり、その状況は地域差が大きいため、地域ごとに将来の人口構成を見据え、

行政サービスをどのように供給していくかを計画する必要がある。社会保障の

                                                   
4 政府は、国・地方の基礎的財政収支について、①2015 年度までに 2010 年度に比べ赤字の対ＧＤＰ比

を半減、②2020 年度までに黒字化などを目標に財政健全化に取り組んでいる（「中期財政計画」2013年

８月８日閣議了解）。 
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現状について、毎年１兆円ずつ公費負担が増加しており、今後、医療・介護の

給付費が急増する見通しとなっている。消費税率引上げの増収分については全

額社会保障財源化することとしている。 

子供・子育てについては、現状では独身男女の約９割が結婚意思を持ってお

り、希望子ども数は男女とも２人以上となっているものの、若者の非正規雇用

の増加、女性の出産・育児による離職、子育て世代の男性の長時間労働、子育

ての孤立化と負担感の増加等により、希望と現実に乖離5があり、働き方改革

が急務となっているとの説明があった。 

また、今後の社会保障を考えるに当たっては、医療・介護分野での地域の役

割が重要であるほか、社会保障の問題は社会保障のみで捉えられるものではな

く、高齢者の働き方（年金）、現役世代の非正規化、女性の就労（子供・子育

て）を踏まえ、そもそもの土台としての日本経済をどうしていくかの視点が必

要であるとの指摘があった。 

これを受けてコアメンバーからは、人口減少問題について、30、40 年後の

日本のあるべき姿を考え、現在の人口構造、人口分布、社会の在り方をどうし

ていくのかを踏まえた上で、地域主体の考え方、地域資源をどのように活用し

ていくのかを考えていくべきであるとの意見等が示された。 

 

○ 第３回は、国土交通省都市局都市計画課の和田信貴課長から、「人口減少、

少子高齢化の現状と課題 ～コンパクトシティとこれからの国土～」について、

以下のとおり御講義いただいた。 

日本全体の人口は、今後 30 年間で約２割程度の減少、地方都市では２～３

割強の減少見込みとなっている。北陸地域においても女性の転出超過が大き

く、このまま人口流出が続くと、51 市町村のうち 23 市町において、20～39

歳の女性が半分以下になることが示された6。また、地方都市の空き家率や商

店街の空き店舗率が増加しているほか、地域公共交通の位置付けが相対的に

低下し、不採算路線廃止や運行回数削減によるサービス水準の低下、地域交

通を担う民間事業者の経営悪化が進行しているとの説明があった。 

また、人口減少・高齢化が進展する地方都市においては、①持続可能な都

市経営（公共施設の効率化・合理化等）、②高齢者の生活環境・子育て環境、

③地球環境（緑地・農地の保全等）、④防災（災害危険性の低い地域の重点利

                                                   
5 国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（調査対象は 18～34 歳の未婚者）によれば、夫

婦の理想の子ども数は 1997 年以降 2.5 人程度で推移（直近 2010 年は 2.42 人）している。一方、2014

年の合計特殊出生率は 1.42 にとどまる（厚生労働省「人口動態統計」）。 
6 日本創成会議・人口減少問題検討分科会（増田寛也座長）によれば、人口移動が収束しない場合にお

いて、若年女性（20～39歳）が 2040年までに 50％以上減少する市町村（消滅可能性都市）は、全国で

896（全体の 49.8％）にのぼると推計される。 
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用）のため、それぞれの地域戦略に基づきコンパクトシティを実現・拡大す

る必要性が示されたほか、社会資本（インフラ）は今後 20年で加速度的に老

朽化するため、予防保全による長寿命化や戦略的な維持管理・更新等を進め、

トータルコストの縮減・平準化を推進する必要があるとの指摘があった。 

  これを受けてコアメンバーからは、すべての自治体がコンパクトシティを

目指すことは難しく、例えば、人口５万人以下の市町村は、県庁所在市とは

違うアプローチ・発想が必要ではないかとの意見や、農村地域については、

治山治水・国土保全のために山あいの農業をどう考えるのか、産業としての

農業はいかなるものかを考えていかなければならないとの意見等が示された。 

 

（第４回と第５回） 

○ 北陸地域における地方創生の先進的な取組事例について、意見交換を行っ

た。 

 

○ 第４回は、富山市の神田昌幸副市長から、「富山市におけるコンパクトなま

ちづくりの進捗と展望」について、以下のとおり御講義いただいた。 

富山市やその他の地方都市を取り巻く課題として、過度な自動車依存による

公共交通の衰退、拡散した低密度市街地の都市管理のための行政コストの増大、

市町村合併による類似公共施設の問題などがあり、社会資本の適切な維持管理

が重要である。富山市では、持続可能な都市の実現に向け、公共交通を軸とし

た拠点集中型のコンパクトなまちづくりを実現すべく、「公共交通の活性化」、

「公共交通沿線地区への居住促進」、「中心市街地の活性化」を３本柱として

様々な取組みを行っている。また、１つの政策目標（持続可能なコンパクトな

まちづくり）を複数の施策の実施によって達成する「包括的施策展開」により、

政策目標の達成を目指している。 

コンパクトなまちづくりの効果として、公共交通利用者が増加し、中心市街

地では転入超過が増加傾向、公共交通沿線地域でも転出超過が減少傾向となっ

ている。また、歩いて暮らせるまちづくりが高齢者の外出機会を増やし、市民

の健康づくりへの寄与により医療費削減に繋がっているほか、中心市街地にお

ける民間投資が活発化し、地価下落の緩和による税収への寄与等、様々な面に

プラスの影響や変化をもたらす好循環が生まれているとの説明があった。 

 

○ 第５回は、鯖江市の牧野百男市長から、「『鯖江から国を変える』 ～住みた

くなる、住み続けたくなる町、鯖江の創造～」として、以下のとおり御講義

いただいた。 

鯖江市では、「鯖江版三本の矢」として、「学生連携のまちづくり」、「市民主
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役のまちづくり」、「オープンデータによるＩＴのまちづくり」という３つの柱

を掲げている。 

首都圏からのＵターン減少が人口減少の大きな要因となっており、新たな産

業の育成による雇用の創出が重要と考えている。３大地場産業である眼鏡、繊

維、漆器の要素技術を活かし、新たな成長分野への参入による若者に魅力ある

ものづくり都市の実現を目指している。また、ＩＴを活用した新たな公共サー

ビスに取り組んでおり、地方でも都市部と同じような暮らしができるまちづく

りを推進しているほか、市内の児童・生徒に対してふるさと教育を推進し、若

者が「住みたくなる、住み続けたくなる」まちづくりを進めていきたいとの説

明があった。 

 

（第５回から第７回） 

○ 第５回から第７回にかけては、国の地方創生の取組みや金融機関の役割、

北陸地域経済の新たな幕開けとして北陸新幹線金沢・富山開業の北陸経済へ

の波及効果等について、意見交換を行った。 

 

○ 第５回では、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局の菊地和博次長

から、「地方創生に向けた施策等」について、以下のとおり御講義いただいた。 

日本は、出生数・出生率が 1970 年代半ばから長期的に減少傾向であり、今

後加速度的に人口減少が進行する見込みとなっていること、東京圏への一極集

中が進んでいる中で、都道府県別にみた東京都の出生率は極めて低いこと、東

京在住者の４割が今後地方への移住を検討したいと考えている7ことなどの説

明があった。 

また、政府は、2060 年に１億人程度の人口を確保する「まち・ひと・しご

と創生長期ビジョン」と、2015～2019 年度（５か年）の政策目標・施策であ

る「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合戦略」という。）を策定し、

人口減少に歯止めをかけ、東京一極集中の是正を目指しており、2050 年代に

実質ＧＤＰ成長率 1.5～２％程度を維持するため、人口の安定化、生産性向上

の実現が重要である。総合戦略では、「しごと」と「ひと」の好循環作りのた

め、地方における安定した雇用を創出すること、地方への新しいひとの流れを

つくること、若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえること、加えて、

その好循環を支える「まち」の活性化に向け、時代に合った地域をつくり、安

心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携することを基本目標に掲げてい

るとの説明があった。 

更に、地方創生を推進する上で、行政だけでの取組みでは決してうまくいか

                                                   
7 内閣官房「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」による。 
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ず、産業界、行政、教育界、金融界、労働界、言論界が連携し、住民代表も含

めた多様な主体が参画して自らの地域の活性化について考えていく必要があ

るとの指摘があった。 

これを受けてコアメンバーからは、現在、地方で取り組んでいる多様な地域

活性化策をもう一度検証し、今あるマンパワー、資源をどのように再発掘し、

磨き込むか知恵が問われるとの意見や、首都圏に集中している企業を地方に誘

致・分散させることを人口減少対策の１つの柱とすべきとの意見等が示された。 

 

○ 第６回は、日本政策投資銀行経営企画部の友定聖二担当部長から、「『地方

創生』に関する地域金融機関と日本政策投資銀行との連携」について、以下

のとおり御講義いただいた。 

国の総合戦略の中で金融機関の関与が明示されている項目のうち主なもの

は、「地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする」ための「①地域経

済雇用戦略の企画・実施体制の整備」、「②地域産業の競争力強化（業種横断的

取組）」、「③地域産業の競争力強化（分野別取組）」、「④地方への人材還流、地

方での人材育成、地方の雇用対策」が挙げられる。また、「時代に合った地域

をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する」ための「①

中山間地域等における『小さな拠点』の形成」、「②地方都市における経済・生

活圏の形成」、「③人口減少等を踏まえた既存ストックのマネジメント強化」に

ついても、金融機関の求められる役割は大きいとの指摘があった。 

日本政策投資銀行としても、当行が持つ「地域みらいづくり・ｉ-Ｈｕｂ」8

や地域の経済循環分析モデル、自治体公有資産マネジメント9等の機能を活用

し、地方自治体や地域金融機関と連携し、地方創生に向けて取り組んでいくと

の説明があった。 

これを受けてコアメンバーからは、人口減少により地方が疲弊していく中、

どのように地域をたたんでいくかという見方も必要であり、これまで必要だっ

たインフラをどのようにして片付けていくかということも非常に重要である

との意見や、地方銀行にもマネジメント機能やシンクタンク的な機能を磨いて

ほしいとの意見等が示された。 

 

○ 第７回は、最近の北陸地域の最大のテーマとして、「北陸新幹線金沢・富山

                                                   
8 2014年 12月 11日、日本政策投資銀行は、地域を良くしたいと考える自治体はもとより、地域づくり

に関心のある地域金融機関、地域企業、大学などが集まり、イノベーティブに思考し、共感と実践をし

ていく「場」として、「みんな（協創）でみずから（自立）みらいの地域づくりを行う活動のプラットフ

ォーム」を東京（大手町）で開催。 
9 老朽化する自治体の公有資産（ハコモノ、インフラ）の更新に当たり、自治体の保有資産、人口動態、

財政状況を把握し、経営的視点から総合的方針・用途別方針策定（平準化・優先順位付け）や個別資産

の具体的なマネジメント（長寿命化、複合化、処分等）を行うもの。 
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開業の北陸経済への波及効果と課題」等について、北陸財務局から以下のと

おり説明があった。 

北陸新幹線の開業以降、北陸地域への観光客が増加し、能登地域や金沢以西

等への地域的波及、ものづくりなど観光業以外の産業への波及もみられ、今後

の地域経済の持続的な好循環が期待される。また、本社機能移転や企業進出、

各自治体での移住・定住などの地方創生の取組みが加速化することにより、地

域経済活性化に繋がるモデルケースとして期待される。他方、雇用情勢をみる

と、サービス業、販売業を中心に人手不足感があり、労働力の維持・確保が重

要であるとの説明があった。 

また、人口減少社会における企業活力の維持・拡大のため、女性の活躍と労

働生産性の向上が重要であるが、北陸地域においても、女性には「Ｍ字カーブ」
10が依然として存在し、就業希望が実現しておらず、女性労働者の管理職への

登用が進んでいない現状があるため、仕事と家事・育児を両立できる環境整備

を進め、女性の活用を推進する必要があるなどの説明があった。 

  これを受けてコアメンバーからは、金沢から先の新幹線延伸についても後

年を見据えてどう活用していくかという戦略が求められるとの意見や、女性

がいかに女性らしく社会生活を営みながら社会の主役になっていくか、女性

はどういう生活観・人生観を持っているのかを検証していくことが大事であ

るとの意見等が示された。 

 

 

Ⅲ まとめ 

（現状認識） 

我が国は、世界に先駆けて人口減少・高齢化社会を迎えている。このままの

現状が続くと、更に人口減少と高齢化が進み、経済は縮小し、国力が低下して

いく可能性が高い。財政面では、高齢化により社会保障費が急増しており、財

政赤字が継続していることから政策の自由度が阻害されているほか、金利上昇

等のリスクが大きくなっている。また、人口減少と高齢化は、年金制度をはじ

めとするこれまでの枠組みに大きな影響を与えるものである。 

北陸地域に目を転じると、地域によっては、人口減少と高齢化が全国に先駆

けて進んでおり、人口減少問題に対処することは北陸地域の喫緊の課題であり、

待ったなしの状況である。 

 

                                                   
10 女性の有業率（15歳以上人口に占める有業者の割合）を年齢階級別にみると、結婚・出産期に当たる

年代に一旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇する、いわゆるＭ字カーブを描く（総務省「平成

24 年就業構造基本調査」を基に北陸財務局が算出）。 
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（人口減少問題への対応） 

2014 年 11 月、地方創生関連２法11が成立し、我が国は地方創生に向けて大き

な一歩を踏み出した。政府は、同年 12月、総合戦略を策定したほか、2015年６

月には、まち・ひと・しごと創生基本方針 2015 を策定し、まち・ひと・しごと

創生本部を中心に地方創生に取り組んでいる。 

 また、地方自治体は、国の総合戦略等を受け、2015 年度中に地方版の人口ビ

ジョン及び総合戦略（以下「地方版総合戦略」という。）を策定することとなっ

ており、地方創生は日本の創生であるという認識の下、新しい国のかたちづく

りに向け、国と地方が一体となって地方創生に取り組んでいるところである。 

 地方創生のための施策は、総花的なものではなく、本当に重要なものを選択

し集中する必要がある。30 年後、40 年後の国のかたち、地域社会の在り方、地

域で暮らしていく人の暮らし方や価値観などを考え、地域固有の資源やアイデ

ンティティーを活かしながら、地方から戦略を描き出していくことが肝要であ

る。 

なお、北陸地域においては、創生２法以前から、富山市のコンパクトシティ

や鯖江市のまちづくりの取組みなど、全国に先駆けた取組みが既に行われてお

り、一部に人口増1213という成果が表れている。これらの取組みを行ってきた方々

のこれまでの御尽力に対してあらためて敬意を表すとともに、今後、東京圏か

らの移住等が促進されることを期待している。 

 

（北陸地域の「地方創生」の実現に向けて必要なこと） 

○ 北陸地域の魅力の洗出し 

北陸地域には、他の地域の方からみると非常に魅力的である資源や環境があ

る。例えば、繊維、産業機械、建設機械、アルミサッシ、医薬品などの産業集

積（産業クラスター）、グローバルニッチトップ企業、全国的な知名度は低い

が高い技術力等を有する企業の存在、保育所の充実等の子育て環境が整ってい

ることなどである。また、各機関の調査では、北陸３県は幸福度や住みよさが

非常に高い地域であるという結果が出ている。 

これらの中には、住んでいる一人ひとりには身近すぎて気が付かないものも

あると考えられるが、こういった魅力を洗い出し、磨き込み、見えにくいもの

は可視化し、東京圏や他の地域に対して情報発信していくことが重要であり、

                                                   
11 地方創生の理念等を定めた「まち・ひと・しごと創生法」と、活性化に取り組む地方自治体を国が一

体的に支援する「地域再生法の一部を改正する法律」の２法。 
12 2015 年６月末の富山市都心地区の人口は、調査結果がある 2006 年以降、初めて増加した。社会動態

（転入－転出）の増加が自然動態（出生数－死亡数）の減少を上回った（富山市）。 
13 2015 年９月１日現在の鯖江市の人口は６万 9,026人であり、1955年の市制施行以来最高を記録。な

お、同年 10 月１日現在の同市の人口は６万 9,037人であり、過去最高を更に更新（鯖江市）。 
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結果として、移住・定住促進や若者の定着などにも繋がるものと考えられる。 

一方、弱みについても洗い出し、直視し、解消できるものは解消する努力を

行っていくことも忘れてはならない。 

 

○ 女性がより一層活躍できる環境を整備 

  北陸地域はもともと女性の就業率が高く14、女性が活躍している地域である。

人口減少時代に対応するため、このような特徴を更に活かし、仕事と家事・

育児を両立できる環境整備等をより一層進め、女性の活躍の可能性を広げて

いく必要がある。 

 

○ 北陸３県の連携による相乗効果発揮 

  北陸３県は、これまでも様々な場面で連携してきたが、他方、他の地域の

方からは、バラバラな部分が残っているとの指摘もある。これは、逆に、ま

だ伸び代があるとも考えられ、北陸地域の魅力を磨いていく際には、３県が

これまで以上に連携し、それぞれの取組みが相乗効果を発揮するように努め

る必要がある。 

  また、地方版総合戦略の策定やその後の見直しに当たっては、１つの地方

自治体単独ではなく、必要に応じて周辺の自治体や関係する自治体と連携し、

広い視野に立った企画立案と実行が必要であると考えられる。 

 

○ 北陸新幹線開業という「追い風」を最大化 

  本年３月 14日の北陸新幹線金沢・富山開業により、北陸地域には過去に例

をみないほど他の地域の方々が訪れている15。この効果は新幹線駅周辺にとど

まらず、能登地域や福井県などにも波及している16。 

  この北陸新幹線効果を一時的ではなく永続的なものとし、北陸地域の隅々

にまで波及させ、その効果を最大化するための取組みを推進していく必要が

ある。また、今後の更なる敦賀早期開業及び大阪までのフル規格による全線

整備までを見据えて、今からできることを準備していく必要がある。 

 

○ 金融機関や民間の手法を活用 

地方版総合戦略には具体性が求められる。策定や実施に当たっては、地域金

                                                   
14 北陸３県の女性就業率は、石川県 51.2％（全国１位）、福井県 50.9％（全国２位）、富山県 49.9％（全

国７位）となっている（総務省「平成 22年国勢調査」を基に北陸財務局が算出）。 
15 兼六園（石川県金沢市）の入園者数（2015年４～10 月）は 199.1万人（前年同期比＋65.9万人）と

なっている（北陸財務局）。 
16 輪島朝市（石川県輪島市）の入込客数（2015年４～10 月）は 54.7万人（前年同期比＋13.1万人）、

永平寺（福井県吉田郡永平寺町）の入込客数（同）は 39.0万人（前年同期比＋9.0 万人）となっている

（北陸財務局）。 
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融機関や政府系金融機関の役割も非常に重要であるほか、PPP/PFI17等を活用し、

民間の手法を取り入れることなども検討していく必要がある。 

 

                             

Ⅳ さいごに 

 現在、北陸地域では、地方自治体をはじめ様々な団体・個人が地方創生に向

けた取組みを行っている。北陸地域に住むお一人お一人が地域の将来に関する

課題を共有し、そして考え、議論の輪が広がる中で、幸せを実感できる地域・

コミュニティ形成への道筋を醸成させていく必要がある。 

こうした課題を共有し、解決策を探る手掛かりの「場」であるこの北陸地域

連携プラットフォームにおいては、引き続き、北陸地域の真の創生に向けて何

が柱として必要かを議論し、地方創生の一助として、有用な情報を発信してま

いりたい。 

 

 

                   北陸地域連携プラットフォーム 

座 長  中 村 信 一  

  

                                                   
17 PPP（Public Private Partnership）は、公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた

概念で、民間資本や民間のノウハウを活用し、効率化や公共サービスの向上を目指す手法。PFI（Private 

Finance Initiative）は、公共施設等の建設、維持管理、運営等に民間の資金、経営能力及び技術的能

力を活用することで効率化やサービスの向上を図る公共事業の手法であり、PPPの代表的な手法の１つ。 
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○ 北陸地域連携プラットフォームコアメンバー名簿 

 

＜学識経験者＞   

筑波大学 客員教授 大野 正道 （～2015年４月） 

福井県立大学 経済学部准教授 桑原 美香  

金沢大学 顧問（前学長）【座長】 中村 信一  

金沢大学 人間社会学域  

地域創造学類長 

山岸 雅子 （2015年 10月～） 

   

＜県＞   

富山県 知事政策局長 荒木  勝 （～2014年３月） 

 日吉 敏幸 （2014年４月～2015年３月） 

 山崎 康至 （2015年４月～） 

石川県 企画振興部長 黒野 嘉之 （～2014年７月） 

 藤﨑 雄二郎 （2014年７月～） 

福井県 総合政策部長 東村 健治 （～2015年５月） 

 山田 賢一 （2015年５月～） 

   

＜経済・商工団体＞   

富山県経営者協会 会長 稲垣 晴彦  

福井県商工会議所連合会 会頭 川田 達男  

石川県経営者協会 会長 菱沼 捷二  

北陸経済連合会 専務理事 水野 一義  

   

＜女性経営者＞   

㈱ユニゾーン 代表取締役会長 梅田 ひろ美  

㈱シーピーユー 代表取締役 宮川 昌江  

   

＜金融機関＞   

北陸地区信用金庫協会 副会長 大林 重治  

北陸銀行 取締役専務執行役員 加世多 達也 （～2014年６月） 

 中野 隆 （2014年６月～2015年６月） 

     常務執行役員 浅林 孝志 （2015年６月～） 

北國銀行 専務取締役 杖村 修司  
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日本政策投資銀行 北陸支店長 土橋 二郎 （～2014年６月） 

 古田 善也 （2014年６月～） 

福井銀行 取締役兼代表執行役専務 

      取締役兼代表執行役専務 

林 正博 

朝倉 真博 

（～2015年６月） 

（2015年６月～） 

   

＜マスコミ＞   

北日本新聞社 論説委員長 岩本 聡  

福井新聞社 参与特別論説委員 北島 三男  

北國新聞社 取締役論説主幹 横山朱門  
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 田中 敏貴 （2015年７月～） 

理財部長 林 收 （～2014年６月） 
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 杉原 茂彦 （2015年７月～） 
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 今田 博之 （2014年７月～2015年６月） 

 中山 毅 （2015年７月～） 

 

 


